








1. は じ め に












たい欲求にかりたてられる。 また, われわれは, 与件の変化が転換点とど
のようなかかわりを持つのかを説明したい欲求にかりたてられる。
二重構造という言薬は, 日本では有沢広已氏によって使いはじめられ,
1957年度の「経済白番」によって一般に周知のものとなったul e 二 重 構
造とは,「一つの経済, あるいは産業の中に, 大企業と小企業が併存してお
り,そして大きい企業と小さい企業の間に,資本集約度,労働生産性,あ
るいは賃金率にっいて相当の開きがある状況がこれである。 (藤野 〔 3 〕
P.251)」 あるいは 「一般に大企業と小企業との間や, 職種間に大きな:置








られるようになってきた。 例えば, 「非先進国の二重構造は, 農業と工業



























〔g〕 と南〔11〕によって, M部門の第1ケースとT部門の第2ケー ス
の組合せの分析は,森嶋〔l2〕によってなされている。 M部門の第1ケー













T部門の生産物Y ,は, 労 働 L,と自然(土地)Nの投入によって産出
さ れ る ,
( 1 )  Y,=G(L,, N ;a)
ただし, ,ilG > 0 ,  無_> 0
11iL, o





である。aはT部門の生産技術の水準を示すパラメータである。な お , 当
分の間,分析を簡単にするために,利用可能な土地は一定 ( N =-N ) と 仮
定する。
M部門の生産物Y m は,労働Lm と資本K″,の投入によって産出され
る。 そのとき生産規模に関して収獲不変を仮定する
( 2 )  Y m=F(Lm,K m;β)
ただし, ,llF ,1lF電 > o' X > o'
02F l11:'F a-FW <0' W <0' 石,3K,:> 0
∂F
有 > 0oβ
である。13 はM部門の生産技術の水準を示すパラメータである。な ぉ , 生
産関数(2)は厳密な凹関数であること,すなわt),
0-F .1;::F ,a-F ,1;-F



















( 3 )  w,=w (-L,< L,≦i_.,のとき)














M 部 門 財 と T 部 門 財 と の 相 対 価 格 p と 彼 ら の 所 得 ( w,L,)十 ( wn L m)
十(G-w,L,)= G ( L,, N ; ,rr)十wm L , に依存する。 M部門の資本家はど
んな財をも消費せず, その所得すなゎt)利潤をすぺて資本蓄積にあてる。
以上のことを式で示せば,,
( 5 )  X,=X(p,C(L,,-N ;lt)十 wn Ln,)
( 6 ) Kn=一書要::-K ,-/,K",,







す な わ ち , 0 < 可GjOwj, Lコー<1を仮定する。
労働者は両部門の賃金を比較評量し, 賃金の高い部門へ移動する。 しか





( 7 ) L,n=0(?)L n;0 ( 1 )=0,p'> 0。
最後に,財市場と労働市場について記述する。財市場の需要と供給の均
衡は
( 8 )  Y,=X‘
Y m=X″‘
で示される。 M部門財に対する 需要 Xm は , 消 費 語 要 と し て の p ( Y‘十
W m  Lm-X,)と投資需要としての?K n の和,すなわち
X,n=p( Y‘+w,u L ,-x,)+ -lllt1j-K m
であるから, T部門財市場が均衡すれば
Xa=pw,n Ln 十,i電二K m
となるo  このときM部門の労働市場でも均衡が成立しているとすれば,
( 4 ) に よ り ,
x一 ∂F L 'l;F K
m-ili;二 ”'十 11)Ka- 'R
となる。 また, M部門の生産関数がl次同次関数であるというlalj定に  よ
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り,  オイラー の定理を使えば,,






両部門の雇用労働量は, 定義的に,,,-L = L,十Lm (-L-=L,< Lm≦i:のとき)
( 9 )  または
U =-L-(L,十Lm) _ =_ (0<L,≦L-L,のとき)=-L --L,-L",
として示される。 ただし, Uはこの経済では吸収しえない過剰な労働人ロ
である。 また, i; はこの経済の労働存在量を示しており, 体系に対して与
件とされる。
3. モデルの安定分析
前節ではモデルの定式化がなされ,われわれの経済の体系は, ( l )-
( 9 )  の連立方程式体系で記述されることが示された。 この節では, 経済
の動学体系 ( 1 )  - ( 9 )  の安定性について検討する。
まず, ( l ) ( 5 ) お よ び ( 8 ) か ら Y,と X‘を消去すると
(l0) G(L,,商;rr)=X(p,G(Lr,-N;rt)十wn L",)
と な る。これをpについて解けば,,













OW m  l
ilp_ 1-X_ 0G
-_ -- -< 0
liL, Xl ∂L,
∂p_ X_- - - - -W m > 0,iiLn X,
l1 p_ 1-X_ ,ilG 0-01N - -Xl- -a?<
∂p _ 1-X_ ,ilG
-  一一 一 <
∂α X l ∂a
つ ぎ に ( 4 )  と ( 1 l ) と か ら
(12) w ,,p(wn, L,, LM N,a) =jl是;;; F(La,, K, ;1 ;)
を得る。これをw”について解けば,,












(13-g )  D -:・p+w"一無:>o
であるo
ところで,  (1l) と ( 1 3 ) に よ っ て
ilp_ ,ilp ∂K ,
商---oに 高 >o
を得ることから,  M部門に資本蓄積力 、あるとそれはM部門の貨金率を上
昇させ,そのことがT部門財の需要增加をうながしT部門財の価格を上
昇させることがわかる。
さて, わ れ わ れ の 経 済 体 系 は , ( 3 ) ( 6 ) , ( 7 ) ( l 0 ) お よ び ( 1 3 ) に
よって, つぎの2つの式に整理することができる;
(14) K,.= K",-jl是:F(L",,Km ;l3)-1t K ″,
l,,二、 j _A 1'_w”(=L,,L",,Km :商,tr,l3)、l、一1 -m一、・、
=,0(
w ノ Mー
(0≦L",・≦i:-=Lのとき)_wm( L-L",,L,.Km 1l1ll; a ,11l)、T _
W /一一
(-L-=L,≦Ln≦一L--L,のとき)
=0(_W ''(-:j-L?11:1L'' K?;?'a'?) )L?G ( L-L″,,N ;a) m
(-L-i:‘≦L ,≦一Lのと き)
ここでK =0 と な る Ln とK",の組合せおよびL,n=0 と な る Lm と K m
の組合せを検討する。 前者の組合せはK u=0 または
(16) 意F(L”,,Km ;1;) =,l
の曲線で示される。 すなわち,




(17-a ) 二重構造の経済発展モデル_ _ a-F /1i-FK,n= 0  - iK_al- -li K i> 0,,li ", oK n
('7-b)? lKa,=o =一 言ji(3要l,)/-l要1i;,>°
('7-c)等 l(m=o = ,/3器-<o





wm(i,,L_K m ;-N,a,β)=-w (0≦Lm≦一L-=L‘のとき)
(l8) W n(-L-Ln,Ln, KaN,a,β)=-w (-L-i,≦L n,≦一L--L,のと
き)
W n(-L-Ln, L″‘,K・;-N,a,β)=jl_,・G (-L-L M ,?;,r)
(-L-L,≦N,n≦一Lのとき)
を満たす曲線で示される。 すなわt;,,,
K n=̃ K(Lm;?,-w, L‘ a, 13)
(十)(-) (十)(-) (-) (-)
(0≦Lm≦一L-L‘のとき)
(l9) K m=-K(L ,;-N, -w, -L,α, β)
(十) (-) (十)(-) (-) (-)
(i;-L,≦Ln≦一L--L,のとき)
K m=-K(Lm;-N ,-L ,  a, β)















M .  _ (a2F ap)/ 02F_> 0



















































































である。 このとき (19-a) ̃ ( l 9-c ) に よ り ,





L ,= ( L-L,)十
L ,=0
Lm= (-L--L,)十
が成立してぃる。 また, われわれは, M部門の生産関数が厳密に凹であ
ることを仮定していたから, (17-a) と (19-a) ( 1 9-b)(19-c ) と を
比較すれば,直ちに,0くLm≦一Lの範囲で,
(20)?1Ln= 0 >?lK = 0
を得ることができる。
以上のことから,K m-0曲線とL.=0曲線は第0図のように描くこと




いても限界原理が支配している領域 (-L--L,≦L:<-L), T 部門に潜在失
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K,M を一定としてi( ,=0曲線からのL, の右方への乖離を考えれば, 資
本の限界生産力が上昇し, 器K ,-,lK",>0すなわら,K.> 0 と な り ,,,・ ,
逆に K",=0曲線からのLa の左方への乖離においては K ″, < 0 と な る。ま
た,長期均衡点Eがいずれの領域に存在するにせよ,LM を一定として
Ln=0曲線力、ら の K ",の上方への乖離を考えれば, ( 1 3 ) に よ っ て wn,は






































経済が長期均衡に収東しても, T部門そのものは存在し, Lt=-L -L差 の
労働を雇用していることによる。
(ロ)  経済発展に失敗するケ スー
































門の雇用労働者は=L,であるが, こ の う ち =し一一L,は潜在失業者となって












M部門の雇用労働量L * が,0≦L111くL- 1[;,のときであり,成功するとき
のそれは,-L-i:r≦L義≦一Lのときである。 したがって, 経済発展に失敗し















(4) (19)の第1式において,=Lt が K”,に与える効果は (-)であるが, =L!
は土地(N)の増加関数,生存水準w の減少関数と考えられる。したがって-Nの增加は直接的にK・,を減少させる効果ばかりでなく,i を增加させる
経路をも経てK,nを減少させる。w については逆にK,を增加させる。
ま た , ( 1 9 ) の 第 3 式 で , N と a が Knに与える影響は不明である。しか
n tn';K (Lln ) li Lm---L二一L'=で不連続tは容い° したがって一L--L'Sn ≦  全範囲でNとa が L_L‘.≦Lm≦L_L,と同様の効果をKmに対
して与えないとしても,L m が 一L--L,を適当にこえる範囲で,-L -=L,≦L n
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